
第２９号議案 

 

   東京都台東区職員の育児休業等に関する条例の一部を改正

する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

  令和元年９月１０日 

 

提出者 東京都台東区長  服  部  征  夫 

 

（提案理由） 

この案は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の改正

に伴い、会計年度任用職員の部分休業に関し、規定の整備を図る

ため提出します。 



   東京都台東区職員の育児休業等に関する条例の一部を改正

する条例 

 

 東京都台東区職員の育児休業等に関する条例（平成４年３月台

東区条例第７号）の一部を次のように改正する。 

 第１４条第２号中「非常勤職員」を「次のいずれにも該当する

非常勤職員以外の非常勤職員」に改め、同号に次のように加える。 

  イ 特定職に引き続き在職した期間が１年以上である非常勤

職員 

  ロ 勤務日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して区規則で

定める非常勤職員 

 第１５条第１項中「勤務時間」の次に「（前条第２号イ及びロの 

いずれにも該当する非常勤職員のうち地方公務員法第２２条の２ 

第１項に規定する会計年度任用職員にあっては当該会計年度任用 

職員について定められた勤務時間）」を加え、同条に次の１項を加 

える。 

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につき 

当該非常勤職員について定められた１日の勤務時間から５時間 

４５分を減じた時間を超えない範囲内で行うものとする。ただ 

し、当該非常勤職員が勤務時間条例第１８条第２項の規定に基 

づく区規則の規定による育児時間又は介護時間の承認を受けて 

勤務しない場合における部分休業の承認については、１日につ 

き当該非常勤職員について定められた１日の勤務時間から５時 

間４５分を減じた時間から当該育児時間又は当該介護時間の承 

認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で行 



うものとする。 

 第１６条中「第１４条第１項及び」を「第１４条第１項、」に改

め、「第１９条第１項」の次に「並びに東京都台東区会計年度任用

職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年１０月台東区条

例第 号。以下「会計年度任用職員給与条例」という。）第９条第

１項及び第２３条第１項から第３項まで」を加え、「第１８条及び」

を「第１８条、」に改め、「第２２条」の次に「並びに会計年度任

用職員給与条例第１３条及び第２７条」を、「給与額」の次に「（同

条にあっては報酬額）」を加える。 

   付 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 


